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第１部 点検・評価について 

１ 点検・評価の目的 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条第１項に基づき、蒲郡市の教育に関する事

務の管理及び執行の状況について点検評価を行うことにより、より効果的で効率的な教育行政

の推進を目指すとともに、その結果を公表し、市民への説明責任を果たすことを目的とします。 

 

２ 点検・評価の実施方法 

本点検評価は、令和５年３月に策定した「蒲郡市教育振興基本計画」に掲げる施策と関連事務

事業に基づき、令和５年度における執行状況を所管課において自己評価するとともに、学識経験

を有する者の知見を活用するために、蒲郡市教育事務点検評価委員会を設置し、評価や意見等

をいただき、これからの施策の方針に反映させます。 

 

蒲郡市教育事務点検評価委員会 委員名簿 

 

 

 

 

 

 

【点検評価委員会の開催経過】 

第１回 蒲郡市教育事務点検評価委員会 令和６年１０月１８日（金） 

 

第２回 蒲郡市教育事務点検評価委員会 令和６年１２月２５日（水） 

 

 

 

 

 

 

 

 

職名 氏名（敬称略） 所属 

委員 大村 惠 愛知教育大学教育学部 

委員 尾関 智恵 岐阜大学航空宇宙生産技術開発センター 

委員 笠井 尚 名城大学人間学部 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

第二十六条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務(前条第一項の規定により教育長に

委任された事務その他教育長の権限に属する事務(同条第四項の規定により事務局職員等

に委任された事務を含む。)の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結

果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者

の知見の活用を図るものとする。 
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３ 蒲郡市教育振興基本計画について 

令和５年３月に策定した「蒲郡市教育振興基本計画」は、基本理念を「ともに学びともに生きる

～多様な出会いを大切に～」とし、子ども、家族、地域で暮らす人や働く人が、多様な出会いを通

じてともに学びあい、ともに生きていくことが大切であり、年齢、性別、障がいの有無、国籍等に

関わりなく尊重しあえる人を育むことを目指していきます。 
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４ 蒲郡市教育事務点検評価委員会設置要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律(昭和３１年法律第１６２号)第２

６条第１項に規定する教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況についての点検

及び評価を行うため、蒲郡市教育事務点検評価委員会（以下「委員会」という。）を設置するこ

とについて、必要な事項を定めるものとする。 

 （所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

⑴ 蒲郡市の教育に関する事務の点検及び評価に関する事項 

⑵ その他点検及び評価に必要な事項に関する事項 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員３人以内をもって組織する。 

２ 委員は、学識経験者のうちから選任し、教育委員会が委嘱する。 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱した日の属する年度の末日までとし、再任を妨げない。 

２ 委員に欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （委員長） 

第５条 委員会に委員長１人を置く。 

２ 委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

 （会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が必要に応じて招集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数の出席をもって開くことができる。 

３ 委員会は、必要があると認めるときは、関係者に会議の出席を求め、その意見若しくは説明を

聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

 （庶務） 

第７条 委員会の庶務は、教育委員会教育政策課において処理する。 

 （雑則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、教育委員会が別に定

める。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月２４日から施行する。 
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第２部 点検・評価の結果について 

１ 自己評価について 

（１）自己評価一覧の見方について 

「蒲郡市教育振興基本計画」に掲げる「まなび」のあり方（教育目標）に基づく事務事業の執行状

況について、所管課において、下記の評価基準を用いて自己評価を行い、それぞれの施策に対し

て今後の方針を「拡大」、「継続」、「見直し」、「廃止」、「完了」で示しました。 

 

【自己評価一覧 例】 

「まなび」の柱 施策 所管課 
自己 

評価 

今後の 

方針 

重点 

項目 

(１)地域と学校の連携に

よる目指すべき学校教

育の実現 

①「地域とともにある学校づ

くり」の推進 
学校教育課 Ａ 継続 Ⅰ 

②地域人材を生かした授業づ

くり 
学校教育課 Ｂ 継続   

(２)必要な資質・能力を

育む教育課程の推進 

①「地域を愛し、地域とともに

生きる子ども」の育成 
学校教育課 Ｂ 継続   

②子どもたちの「まちづくり」

参画への取組 
学校教育課 Ｂ 継続   

③小中一貫教育の推進 学校教育課 Ｂ 継続   

(３)学校を核とした「ま

ちづくり」 
➀地域学校協働活動の推進 

学校教育課 Ｂ 継続   

生涯学習課 A 拡大 Ⅱ 

②地域の様々な主体の教育

活動への参画 

学校教育課 Ｂ 継続   

生涯学習課 Ｂ 継続   

 

【自己評価基準】 

Ｓ 目標を達成し、期待した以上の成果があった 

Ａ 目標を達成し、成果があった 

Ｂ 概ね目標を達成し、一定の成果はあったが、充実や改善を要する 

Ｃ 目標を達成できず、見直しを要する 

Ｄ 施策の実施が困難で、別の施策に変える必要がある 

蒲郡市教育事務

点検評価委員が

選定した１０の

施策 
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（２）自己点検・評価一覧 

１ 地域を愛し、地域の魅力を伝え貢献することができる 

本市は、開かれた学校づくり等を通じて、地域と学校の連携・協力体制の強化を図りつつ、地

域の多様な主体が教育に参画し、地域をともに創っていく地域共生社会の実現を目指します。 

また、市民が郷土の文化に誇りを持ち、次世代へ引き継げるよう、文化財の保存と継承、活用

を図るとともに、学校等を通じて郷土愛を育み、地域社会のために貢献できるような人材を育成

する学習活動を推進します。 

 

「まなび」の柱 施策 所管課 
自己 

評価 

今後の 

方針 

重点 

項目 

(１)地域と学校の連携に

よる目指すべき学校教

育の実現 

①「地域とともにある学校づ

くり」の推進 
学校教育課 Ａ 継続  

②地域人材を生かした授業づ

くり 
学校教育課 A 継続 Ⅰ  

(２)必要な資質・能力を

育む教育課程の推進 

①「地域を愛し、地域とともに

生きる子ども」の育成 
学校教育課 Ｂ 継続    

②子どもたちの「まちづくり」

参画への取組 
学校教育課 Ｂ 継続   

③小中一貫教育の推進 学校教育課 Ｂ 継続   

(３)学校を核とした「ま

ちづくり」 
➀地域学校協働活動の推進 

学校教育課 A 継続   

生涯学習課 S 拡大 Ⅱ 

②地域の様々な主体の教育

活動への参画 

学校教育課 Ｂ 継続   

生涯学習課 S 拡大   

(４)郷土の文化財の保

存と継承、活用と魅力の

発信 

①文化財の保護と活用、管

理、保存等に関する補助 
博物館 Ａ 継続   

②郷土資料の収集、保管、調

査研究の充実 
博物館 Ａ 継続   

③文化財の活用と魅力発信 博物館 B 継続 Ⅲ 

(５)郷土愛を育む学習 
①郷土の魅力を知る機会の

充実 

博物館 Ａ 継続   

生涯学習課 S 拡大   

教育政策課 Ａ 継続   
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２ 子どもの夢や理想を育み、個々の能力を最大限に伸ばすことができる 

本市は、夢や理想を追求する意思や気持ちを持った子どもの育成を図るため、主体的・対話的

で深い学びの推進ときめ細かな指導の充実に努めます。 

また、ICT を活用した教育や SDGs の理念を踏まえた教育、生命（いのち）の海科学館等の地

域資源を活用した理科教育を推進するほか、グローバル化に対応した外国語教育の推進ととも

に、外国にルーツを持つ児童生徒への支援等に努めることにより、時代や社会の要請に応じた教

育を推進します。 

さらに、増加する特別な支援や配慮を必要とする児童生徒に対応した環境の整備等のほか、質

の高い幼児教育と幼保小の連携強化を推進します。 

 

「まなび」の柱 施策 所管課 
自己 

評価 

今後の 

方針 

重点 

項目 

(６)主体的・対話的で深

い学びの推進ときめ細

かな指導の充実 

①主体的・対話的で深い学び

の推進 
学校教育課 A 継続   

②少人数教育等のきめ細や

かな指導の充実 
学校教育課 A 継続   

③個別最適な学びの保障 学校教育課 B 継続   

(７)情報活用能力の育

成と ICT 活用教育の推

進 

①情報活用能力の育成 学校教育課 B 継続 Ⅳ 

②ICT を活用した個別最適

な学びと社会とつながる協

働的な学びの実現 

学校教育課 Ａ 継続   

③児童生徒の学びや教職員

を支える ICT 教育環境の充

実 

学校教育課 Ａ 継続   

教育政策課 Ａ 継続   

(８)SDGs の理念を踏

まえた教育の推進 

①SDGs についての学習の

推進 

学校教育課 Ａ 継続   

企画政策課 Ｂ 継続   

(９)地域資源を活用し

た理科教育の推進 
①理科の授業の充実 

教育政策課 Ｂ 継続   

生涯学習課 A 継続   

②探究型学習の推進 
学校教育課 Ａ 継続   

生涯学習課 A 継続   

(10)キャリア教育の充

実 

①発達段階の成長課題に応

じたキャリア教育の充実 
学校教育課 Ｂ 継続   

②キャリア教育推進体制の充

実 
学校教育課 Ａ 継続   

(11)外国語教育の充実 ①英語教育等の充実 学校教育課 Ａ 拡大   

②教員の研修の充実 学校教育課 Ａ 継続   
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「まなび」の柱 施策 所管課 
自己 

評価 

今後の 

方針 

重点 

項目 

(12)特別支援教育の充

実 

①多様な学びの場における

支援・指導の充実 
学校教育課 C 継続   

②教員の専門性の向上 学校教育課 S 継続   

③幼小中高及び市内関係機

関との連携 

学校教育課 A 拡大  

子育て支援課 B 継続  

④幼児期における発達支援

の充実 

子育て支援課 Ｂ 継続   

学校教育課 Ｂ 継続   

福祉課 Ｂ 継続   

⑤市立特別支援学校（小中学

部）の設置に向けての検討 

学校教育課 A 継続  

教育政策課 B 継続  

(13)日本語指導が必要

な児童生徒等への支援

の充実 

①外国人児童生徒等の受け

入れ体制整備の支援 
学校教育課 Ｂ 拡大   

②日本語指導に関わる教員

の資質向上 
学校教育課 Ｂ 継続   

(14)幼児教育の充実 
①質の高い幼児教育の推進 子育て支援課 Ｂ 継続 

  

  

②幼保小の連携 
学校教育課 Ｂ 継続   

子育て支援課 Ｂ 継続   

 



8 

３ 健全で思いやりのある心を育むことができる 

本市は、多文化共生社会の実現に向けて、多様性理解のための教育の推進を図るほか、学校等

における人権教育や男女共同参画社会の形成に向けたジェンダー教育など、差別や偏見をなく

し、命を大切にする教育を推進します。 

また、いじめを起こさせない、起きた場合には早期発見・早期対応を図る体制づくりを進める

ほか、不登校児童対策の充実に努めます。 

 

「まなび」の柱 施策 所管課 
自己 

評価 

今後の 

方針 

重点 

項目 

(15)道徳教育の充実 ①「特別の教科道徳｣を核にし

た道徳教育の推進 
学校教育課 B 継続   

(16)人権教育・多様性

理解の推進 

①人権教育・多様性理解の推

進 

学校教育課 Ｂ 継続   

協働まちづくり課 Ａ 継続   

(17)いじめへの対応の

充実 

①いじめを起こさせない指導

の充実と児童生徒の社会性

の育成 

学校教育課 Ｂ 継続   

②早期発見・早期対応のため

の取組や相談体制の充実 
学校教育課 Ｂ 継続  

(18)不登校児童生徒へ

の対応の充実 

①学校等の取組の充実 学校教育課 Ｂ 継続 Ⅴ 

②不登校に関する相談体制

の充実 

学校教育課 Ｂ 継続   

生涯学習課 Ｂ 継続   

③家庭への援助 生涯学習課 Ｂ 継続   

④多様な教育機会の確保 学校教育課 Ｂ 継続   
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４ 生涯にわたって学ぶ楽しさと、健やかな体・心を育むことができる 

本市は、人生100年時代に対応し、市民が生涯にわたり生き生きと社会参画し、地域に貢献す

る様々な活動に取り組めるよう、学ぶ楽しさを育み、生きがいづくりを支援するための社会教育

環境等の充実に努めます。 

また、家庭教育や子育てについて学ぶ機会の充実を図るほか、子育て支援や子どもの貧困対

策の充実に努めます。 

さらに、学校体育や生涯スポーツの充実とともに、市民が健康で生涯にわたり活躍する地域社

会を目指して、健康教育・食育の推進を図ります。 

 

「まなび」の柱 施策 所管課 
自己 

評価 

今後の 

方針 

重点 

項目 

(19)社会教育の推進 ①ニーズに応じた学びの提供 生涯学習課 Ｂ 継続 Ⅵ 

②学習活動に参加しやすい環

境・施設整備の推進 
生涯学習課 Ｂ 継続  

③学びに関する情報や魅力の

発信 

生涯学習課 Ｂ 継続   

博物館 Ａ 継続   

④活動団体への支援と指導

者の育成 

生涯学習課 B 継続   

博物館 Ｂ 継続   

⑤読書に親しむ環境、図書館

機能の充実 

学校教育課 Ａ 継続   

教育政策課 Ｂ 継続 Ⅶ 

(20)家庭教育・子育て

支援、子どもの貧困対策

の充実 

①家庭教育や子育てについて

学ぶ機会の充実 

生涯学習課 Ａ 継続   

健康推進課 Ｂ 継続   

②子育て家庭への支援 

教育政策課 Ｂ 拡大   

子育て支援課 Ａ 継続   

健康推進課 Ｂ 継続   

③貧困状態にある子どもたち

への支援 
教育政策課 Ｂ 継続   

④生活困窮世帯への教育格

差の解消 

福祉課 Ａ 継続   

子育て支援課 Ａ 継続   

(21)学校体育・生涯ス

ポーツの充実 

①学校体育の充実 学校教育課 Ａ 継続   

②地域におけるスポーツ機会

の充実 

スポーツ推進課 B 継続 Ⅷ 

学校教育課 Ｂ 継続   

③体育・運動施設の機能の充

実 
スポーツ推進課 Ａ 継続   

(22)健康教育・食育の

推進 

①心身の健康づくりの充実 学校教育課 Ａ 継続   

②学校等における食育の充

実 
学校給食課 A 継続 Ⅸ 
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５ 感性を磨き、ゆとりと潤いのある心豊かな生活を実現できる 

本市は、文学、音楽、芸術などにふれる機会の充実等、文化芸術活動を推進し、子どもたち等の

感性を磨いていくほか、市民が生涯にわたりゆとりと潤いのある心豊かな生活を実現できるよ

う、文化芸術に関する情報発信や担い手・支え手への支援、文化施設の機能の充実等に努めます。 

 

「まなび」の柱 施策 所管課 
自己 

評価 

今後の 

方針 

重点 

項目 

(23)文化芸術活動の推

進 

①芸術の創造・発信と文化芸

術の担い手・支え手への支援 

生涯学習課 Ａ 継続   

博物館 Ａ 継続   

②文化施設の機能の充実 

教育政策課 Ａ 継続   

生涯学習課 Ｂ 継続   

博物館 Ａ 継続   

 

６ 教員の働きがいがあり、快適に学ぶことができる 

本市は、教員にとって働きがいがある環境づくりを進め、学校における働き方改革を推進する

ほか、教員の資質・能力の向上を支援する組織体制の強化に努めます。 

また、学校施設の防災機能の強化及び計画的・効率的な長寿命化の推進をはじめ、学校施設・

設備の充実を計画的に進めます。 

 

「まなび」の柱 施策 所管課 
自己 

評価 

今後の 

方針 

重点 

項目 

(24)学校における働き

方改革の推進 

①「学校の業務であるものの

必ずしも教諭等が担う必要の

ない業務」「基本的には学校

以外が担うべき業務」への対

応 

学校教育課 B 継続   

②ICT の活用による業務改

善 
学校教育課 A 継続  

③学校の役割の明確化及び

教職員の職務の見直し 
学校教育課 A 継続   

(25)教員の資質向上 ①教員の資質・能力の向上を

支援する組織体制の強化 
学校教育課 B 継続 Ⅹ 

(26)学校施設・設備の

充実 

①学校施設の安全・防災機能

の強化及び計画的・効率的な

長寿命化の推進 

教育政策課 Ａ 継続   

②快適な教育環境の実現 教育政策課 Ａ 継続   

③ICT 機器等の教育環境の

整備の推進 
教育政策課 Ａ 拡大   
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７ 大規模災害や感染症拡大等の緊急時においても、安心・安全に学ぶことができる 

本市は、国の「第３次学校安全の推進に関する計画」（２０２２年（令和４年）３月閣議決定）を踏

まえつつ、学校安全・防災教育の推進を図ります。 

また、地震等の大規模災害や大規模な感染症の拡大等の緊急時において ICTの活用などによ

る学びの保障に努めます。 

 

「まなび」の柱 施策 所管課 
自己 

評価 

今後の 

方針 

重点 

項目 

(27)大規模災害や感染

症拡大等の緊急時にお

ける学びの保障 

①ICTを活用した学びの保障 
学校教育課 Ａ 継続   

教育政策課 Ａ 継続   

②学校における心のケア実施

体制の充実 
学校教育課 Ａ 継続   

③保健衛生対策の充実 学校教育課 Ａ 継続   

④各学校における危機管理マ

ニュアル等の見直し 
学校教育課 Ａ 継続   

(28)学校安全・防災教

育の推進 

①学校安全・防災に向けた実

践的な活動の充実 
学校教育課 Ａ 継続   

②学校安全・防災に関する学

びの充実と人材の育成 

学校教育課 Ｂ 継続   

危機管理課 Ｂ 継続   

生涯学習課 A 継続   

 

（３）自己評価結果 

自己評価の結果と今後の方針の関係をまとめると以下のとおりになります。 

 

    方針 

 評価 
拡大 継続 見直し 廃止 完了 実績なし 計 

S 3 1 0 0 0 0 4 

A 3 44 0 0 0 0 47 

B 2 45 0 0 0 0 47 

C 0 1 0 0 0 0 1 

D 0 0 0 0 0 0 0 

計 8 91 0 0 0 0 99 
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２ 重点評価項目について 

自己評価一覧の中から、蒲郡市教育事務点検評価委員が選定した１０の施策について、学識経

験者から評価や意見等をいただきました。 

 

重点評価項目Ⅰ         

「まなび」のあり方

（教育目標） 

１ 地域を愛し、地域の魅力を伝

え貢献することができる 

「まなび」

の柱 

(１)地域と学校の連携による目指すべき学校

教育の実現 

施策の方針 ②地域人材を生かした授業づくり 所管課 学校教育課 

施策の内容 

目標 
各中学校区のグランドデザイン（学校教育全体構想図）を作成し、それに基

づいた授業づくりを進める。 

対象 各小中学校 

取組 

⚫ 子どもたちが授業の中で、地域の人たちから、より深く地域の実情や課

題を学ぶことにより、課題解決に対して創意工夫する意欲や関心を向上

させる。 

評価指標 

指標名 R4 R5 R6 R7 R8 R9 

学校運営協議会設置学校数 
目標値 2 11 20 20 20 20 

実績値 2 １１     

中学校区グランドデザイン 

作成数 

目標値 1 4 7 7 7 7 

実績値 1 4         

指標の説明 

学校運営協議会を導入した学校数（市内全 20校）。 

※導入は中学校区ごとに実施 

中学校区（市内全７校区）グランドデザイン作成数。 

達成・未達の

要因 

令和６年度に市内全学校の学校運営協議会設置を目指し、中学校区ごとで

計画的に進めることができた。 

地域と学校で「育てたい子どもの姿」の共有を目指し、「小中連絡会」や「地

域とともにある学校づくり連絡協議会」において、学校間で情報交換する

時間が確保できた。 

令和５年度 

の成果 

⚫ 中学校区にある小中学校が同じ「めざす子ども像」を描き、学校運営協議会、地域学校協

働活動を通して地域・保護者への周知をめざし、コミュニティ・スクールを推進することが

できた。 

⚫ 各地区で「めざす子ども像」の実現に向けたグランドデザインを作成することができた。 

⚫ 総合的な学習の時間や生活科の学習で地域教材を取り入れ、ゲストティーチャーとして地

域の人を招いた授業を展開した。 
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施策の課題 

⚫ 作成したグランドデザインを教育目標や教育課程に組み込み実践をしていく中で、充実し

た実践を重ねるためには、グランドデザインを教職員、児童生徒、地域、保護者へ周知して

いくことが必要である。 

⚫ 地域人材を生かした授業を積み重ねるためには、グランドデザインの「めざす子ども像」を

学校と地域が共通理解し、その実現に向け、地域の方に主体性をもってもらうことが課題

となる。 

施策 

の総合評価 
評点 A 総合評価 目標を達成し、成果があった 

今後の方向性 

⚫ 令和６年度から全市的に市内７中学校区ごとに学校運営協議会制度を導入し、地域全体

で「めざす子ども像」に迫る教育活動を展開する。 

⚫ 小中一貫教育の導入をめざし、中学校区ごとのグランドデザインを作成中していく。 

⚫ 地域とともにある学校づくりをめざし、コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体

的な推進をめざす。 

⚫ 小中一貫教育推進計画を策定し、中学校区ごとに地域の教育力を高め、義務教育の９年

間を見通した教育活動を行っていく。 

委員からの 

意見・提言 

➢ グランドデザインを受けて、それがどのように実践されているのか、各校の実績を成果

として適切に蓄積し、相互に発信していくことを期待する。 

➢ 作成されたグランドデザインを元に、地域と対話的な見直しを継続させていくことで、そ

の地域の特性を活かした協働活動の創出ができるとよい。 

➢ 学校運営協議会開催前にグランドデザインを公表し、教職員・保護者・子ども・地域住民

がそれを確認し、意見交換をする時間を確保するとよい。その意見を吸い上げ、熟議を

行うことが学校運営協議会の形骸化を防ぐことになる。 
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重点評価項目Ⅱ         

「まなび」のあり方

（教育目標） 

１ 地域を愛し、地域の魅力を伝

え貢献することができる 

「まなび」

の柱 
（３）学校を核とした「まちづくり」 

施策の方針 ①地域学校協働活動の推進 所管課 生涯学習課 

施策の内容 

目標 

学校を「学びや地域づくりの拠点」のひとつとして、子どもたちや保護者、

地域住民が主体的に様々な教育活動に参画することにより、人と人を結ぶ

「まちづくり」を進めていく。 

対象 市民全般 

取組 

⚫ 地域学校協働本部の整備により、保護者や地域住民等と連携・協働して

教育活動を行う体制の構築を図る。 

⚫ コミュニティ・スクールと地域学校協働活動を一体的に進めていく。 

評価指標 

指標名 R4 R5 R6 R7 R8 R9 

地域学校協働活動ボランティア

延参加者数 

目標値 
2,662

人 

4,900

人 

5,150

人 

5,400

人 

5,600

人 

5,600

人 

実績値 
3,019

人 

 5,533

人 
        

指標の説明 
地域学校協働活動および放課後子ども教室に参加したボランティア、講

師、サポーターの延べ人数 

達成・未達の

要因 

令和５年度より地域学校協働活動が全校で開始し実施校が増えたこと。ま

た、すでに開始している学校では徐々に周知が進み、活動が増えたことで

目標を上回ることができた。 

令和５年度 

の成果 

⚫ 令和５年度から地域学校協働活動が全校で始まり、推進員が全校に配置された。 

⚫ 放課後子ども教室の実施校が６校から８校に増え、各校の実施回数も増えた（令和4年度

49回→令和 5年度 61回）。これにより参加児童数は昨年度の１．５倍となった。 

施策の課題 

⚫ 学校の教職員の理解度や地域性に左右される部分が大きく、地区により活動実績に差が

生じてしまうこと。 

⚫ 活動内容によってはボランティアや支援してくれる企業に負担がかかってしまうことがあ

ること。 

⚫ 地域学校協働活動推進員や放課後子ども教室支援員の人材不足。 

⚫ 継続性のある活動にしていくための工夫が必要。 

施策 

の総合評価 
評点 S 総合評価 目標を達成し、期待した以上の成果があった 
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今後の方向性 

⚫ 活動に参加するボランティアが無理なく、楽しく、次の活動が楽しみになるような事業を

目指す。 

⚫ その後にボランティア自身が主体的に学校や子どもたちと関わり、地域と学校が相談し支

え合いながら子どもたちの成長を見守っていく。地域住民が学校教育と関わるうえで、学

校と地域が学校運営協議会で目標や課題を共有することが重要で、地域学校協働活動は

その目標に向けた活動を検討し実施していく。 

⚫ 持続可能な活動とするため、推進員がこの事業の目的を深く理解し活動を牽引できるよ

う研修を実施していく。 

⚫ 活動に支援が必要な地区には、特に統括コーディネーターによる助言・指導の頻度を増や

し、活動を促進する。 

委員からの 

意見・提言 

➢ 目標を大きく上回る数のボランティア参加があったことは評価できる。 

➢ 目標達成後もボランティア・講師・サポーターへの参画の機会を工夫し、一部の方の負

担を分散したり、新たな構成員によるアプローチに挑戦できるような仕組みづくりやそ

の見直しを定期的に行ったりすることが必要である。 

➢ 推進員・支援員と協働しながら、人のつながりを醸成し、活動の質的充実を図ったり、ボ

ランティア活動に報いる方法を模索したりするなど、適切な支援を行う必要がある。 

➢ 研修の実施や参加を促すなど、推進員・ボランティアの活動を支える取り組みが必要で

ある。 
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重点評価項目Ⅲ         

「まなび」のあり方

（教育目標） 

１ 地域を愛し、地域の魅力を伝

え貢献することができる 

「まなび」

の柱 

(４)郷土の文化財の保存と継承、活用と魅力

の発信 

施策の方針 ③文化財の活用と魅力発信 所管課 博物館 

施策の内容 

目標 

企画展や講座の開催を通じて、文化財や地域の魅力を広く発信し、次世代

に守り伝えていく意識を高める。 

博物館をより身近に感じてもらうために歴史資料のデジタルアーカイブ化

等、提供方法の多様化を推進していく。 

対象 一般 

取組 

⚫ 市内に遺る文化財について、誇りをもって次世代へ引き継げるよう、保

護と活用を図る。 

⚫ 文化財が適切に維持されるよう、管理者に対する助言や補助金交付等

を行う。 

評価指標 

指標名 R4 R5 R6 R7 R8 R9 

         企画展／ 

    コーナー展示／ 

自館開催講座の回数 

目標値 

３回／ 

２回／ 

15回   

３回／ 

２回／ 

18回 

３回／ 

２回／ 

20回 

３回／ 

２回／ 

22回 

３回／ 

２回／ 

24回 

３回／ 

２回／ 

26回 

実績値 

３回／ 

２回／ 

18回 

３回／ 

２回／ 

21回 

        

指標の説明 

企画展（3回）、通年コーナー展示（1回）、古文書を読む会（12回）は固定。 

考古学講座（1 回）は R6 より「さわってみよう」に変更。自館開催講座の回

数を少しずつ増やしていく。 

達成・未達の

要因 

企画展を３回、コーナー展示を特別展示室・2 階ロビーで計２回、自館開催

講座を２１回開催し、目標を上回る実績を残すことができた。 

令和５年度 

の成果 

⚫ X（旧 Twitter）を開始し、催事情報や交通規制等、こまめな情報発信を行った。 

⚫ 中学校からの依頼を受けて校外学習に学芸員が複数回参加し、地域のシンボルとなる樹

木への関心を高められた。 

⚫ 映画撮影の協力やテレビ番組への資料提供・情報提供を行った。 

⚫ 「やきもの」「ひなまつり」「見てトリップ～」スタンプラリー等のイベントで多くの施設と連

携して博物館の PRができた。 

施策の課題 
⚫ ウェブサイト上で文化財一覧表、市内の名木紹介等は行っているが、デジタルアーカイブ

化は十分とはいえない。 
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施策 

の総合評価 
評点 B 総合評価 

概ね目標を達成し、一定の成果はあったが、 

充実や改善を要する 

今後の方向性 

⚫ 講座の回数を増やすとともに、内容についても需要の把握に努めて充実させていく。 

⚫ デジタルアーカイブ化の前段階として、古文書資料の翻刻等、着手可能なところから進め

ていく。 

委員からの 

意見・提言 

➢ 学芸員が中学校の校外学習へ参加することは、博学連携の実践として重要な実績とな

っている。実践を記録化して公表し、波及をめざす取り組みを期待する。 

➢ 講座の回数が増えることで、多くの人に参加の機会が提供できる。 

➢ 学校からの依頼に対応すると同時に、若い人たちの関心を広げるとともに、熱心なファ

ンが生まれるような働きかけも検討してほしい。 

➢ 地域資料を適切に保護していくには、デジタルアーカイブ人材（デジタルアーキビスト）

の育成と確保が必要である。 
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重点評価項目Ⅳ         

「まなび」のあり方

（教育目標） 

２ 子どもの夢や理想を育み、

個々の能力を最大限に伸ばす

ことができる 

「まなび」

の柱 

(７)情報活用能力の育成と ICT活用教育の推

進 

施策の方針 ①情報活用能力の育成 
所管

課 
学校教育課 

施策の内容 

目標 
情報活用能力診断テストを実施し、プログラミング力、情報モラルと情報活

用の水準を計り、すべての観点において全国平均を上回る。 

対象 児童・生徒 

取組 

⚫児童生徒が、ICT を活用し、情報の収集、整理、比較、発信、共有等を行う

ことができるよう、様々な教科において、情報活用能力を育成していく。 

⚫発達の段階に即して情報活用能力が系統的に育成されるよう、小中学校、

高等学校を見通したプログラミング教育が展開できるように学校を支援

する。 

⚫児童生徒が、興味・関心を持ちながら、情報モラル、情報セキュリティを学

ぶことができるよう、ICT 支援員を活用した教材の導入、指導方法の研

究、実践を進める。 

評価指標 

指標名 R4 R5 R6 R7 R8 R9 

情報活用能力診断テスト 

目標値 

小６  

66.5％ 

小６  

6４.６％ 

全国

平均 

0.2％

上 

0.5%

上 

1.0%

上 

中２ 

40.0％ 

中２ 

4２.0％ 

全国

平均 

0.2％

上 

0.5%

上 

1.0%

上 

実績値 

小６ 

68.2％ 

小６ 

62.7％ 
        

中２ 

36.3％ 

中２ 

40.3％ 
        

指標の説明 
情報活用能力診断テストを実施し、プログラミング力と情報モラル、情報活

用の水準を計り比較する。 

達成・未達の

要因 

令和４年度は、小中２校ずつのモデル校で実施していたが、令和５年度は、

市内全小中学校での実施となった。市内全体としての初めての数字として、

小学校では全国平均を１．９％下回り、中学２年生では、１．７％下回った。昨

年度と比較すると、中学２年生は数値が上がっている。中学３年生の技術の

授業で扱っていた「情報」を令和４年度から中学１年生、２年生の技術の授業

でも始めたことが徐々に結果として現れ始めている。 
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令和５年度 

の成果 

⚫ 市内全小中学校の情報活用能力診断テスト結果を示すことができた。 

⚫ 教員に対する情報活用に関する研修を全体研修と学校ごとの研修として実施したことと、

ＩＣＴ支援員による教員への情報指導の研修を行ったことで、教員のタブレット活用が増え

てきた。 

施策の課題 

⚫ 発達段階により習得していくもので、単年度では成果として現れにくいため、継続して実

施していく必要がある。 

⚫ 来年度以降も市内全小中学校調査を継続していく必要がある。 

施策 

の総合評価 
評点 B 総合評価 

概ね目標を達成し、一定の成果はあったが、 

充実や改善を要する 

今後の方向性 

⚫ ハード面や教材について学習する環境は整っているため、今後は、活用が進むように教員

の研修を充実させる。各学校において、ＯＪＴでの情報教育の研修をより推進していく。 

⚫ 情報活用能力診断テストについて、市内 20校すべてでの実施を継続する。 

⚫ 技術の授業での比重が大きいため、各中学校の技術の教員が生徒の発達段階に合わせて

指導していく。 

委員からの 

意見・提言 

➢ 診断テストを活用しながら、実際の教育活動や学習場面でどのような課題があるのかを

把握し、ICT支援員から適切な支援を得られるような取り組みをしてほしい。 

➢ ICT の活用方法や情報モラルを身に着けるには他者との関わり合いや議論が重要。身

近な人と話し合い、困ったときには ICT 支援員のような専門家に相談するなどの体制

づくりも検討してほしい。 

➢ 多様な児童生徒の情報活用能力の習得のために、習得が困難な子どもたちへの支援に

ついての実践研究を期待する。 
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重点評価項目Ⅴ         

「まなび」のあり方

（教育目標） 

３ 健全で思いやりのある心

を育むことができる 

「まなび」の

柱 
(18)不登校児童生徒への対応の充実 

施策の方針 ①学校等の取組の充実 所管課 学校教育課 

施策の内容 

目標 
不登校や教室に入りづらい児童生徒の社会的自立を目指し、個々に応じた支

援を行う 

対象 児童・生徒 

取組 

⚫児童生徒が安心して教育を受けられる魅力ある学校づくりを行うとともに、

教員やスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーが連携・協力し

て、問題を抱える児童生徒及びその家族に対しての教育相談活動を行う。 

⚫一定期間やむを得ず学校に登校できない場合には、自宅等で１人１台端末を

使用し、オンラインで教員等と会話する機会を確保したり、端末に学習課題

等を配信したりすることで自宅学習を促進する等、児童生徒とコミュニケー

ションを絶やさず、学びを止めないための取組に努める。 

評価指標 

指標名 R4 R5 R6 R7 R8 R9 

「学校へ行くことが楽しい」

「どちらかといえば楽しい」と

回答した児童生徒の割合 

目標値 

小 5 

85% 

中 2 

80% 

小 5 

86% 

中 2 

81% 

小 5 

87% 

中 2 

82% 

小 5 

88% 

中 2 

83% 

小 5 

89% 

中 2 

84% 

小 5 

90% 

中 2 

85% 

実績値 

小 5 

89.4% 

中 2 

75.3% 

小 5 

84.3% 

中 2 

79.6% 

    

スクールソーシャルワーカー

の活用により、他支援機関等

に連携した事案の割合（実績

値） 

目標値 ー １００% １００% １００% １００% １００% 

実績値 ー １００%         

指標の説明 

小中学校別の「学校へ行くことが楽しい」「どちらかといえば楽しい」の割合を

R9の目標値をもとに設定。 

スクールソーシャルワーカーへの事案は、他機関との連携が必要な事案であ

る。 

達成・未達の

要因 

令和 4年度はコロナ禍における学校生活の制限が緩和され、小学校で数値が

上がった。令和５年度は、新型コロナウィルスが第５類となり、通常の学校生活

となったため、令和３年度（小 83.3% 中 74.5%）に近い数値となった。 

令和５年度から教育委員会にスクールソーシャルワーカー１名が配置された。 
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令和５年度 

の成果 

⚫ 蒲郡中学校に不登校支援教室「ステップルーム」を設置し、支援員を 1名配置した。 

⚫ スクールソーシャルワーカーが配置され、他機関との連携を取りながら対応することができ

た（１６事案）。 

施策の課題 

⚫ 不登校支援教室の運営指針を明確にし、それを教職員、家庭が理解したうえで利用する必要

がある。 

⚫ 個別対応を必要とする生徒児童が増加傾向にあり、教員の負担が増えている。 

⚫ 不登校要因の複雑化に対応するために、専門的な知見や教員の資質能力の向上が必要とな

る。  

施策 

の総合評価 
評点 B 総合評価 

概ね目標を達成し、一定の成果はあったが、 

充実や改善を要する 

今後の方向性 

⚫ 不登校支援教室（校内教育支援センター）の円滑な運営のために、まず中学校、ゆくゆくは小

学校へ配置拡大をする。 

⚫ 複雑化する不登校の要因に対応できるよう、専門的な知識を持つスクールソーシャルワーカ

ーを増員する。 

⚫ 教員免許を持った支援員の配置をめざすことで、教員の負担を軽減する。 

⚫ 児童生徒が様々な学び方を選択できるような教育環境を整えるよう検討する。 

委員からの 

意見・提言 

➢ 学校に行くことが楽しいと感じる児童生徒が多く、関係者の努力の成果である。 

➢ 今後、特別に対応すべき事案が増える可能性がある。丁寧に対応していくと同時に、学校

の教育活動全体の中で対処する方法も、教職員の中で引き続き模索してほしい。 

➢ 一人ひとりそれぞれの状況に応じた支援をするためには、専門知識のあるスクールソーシ

ャルワーカーが欠かせない。増員を実現してほしい。 

➢ 学校内において子どもが居場所と思える場所を多面的に作り出すために、実践の交流が

求められる。 
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重点評価項目Ⅵ         

「まなび」のあり方

（教育目標） 

4 生涯にわたって学ぶ楽しさ

と、健やかな体・心を育むことが

できる 

「まなび」

の柱 
（１９）社会教育の推進 

施策の方針 ①ニーズに応じた学びの提供 所管課 生涯学習課 

施策の内容 

目標 
生涯学習課、市民会館、文化協会、公民館、生命の海科学館が主催する講

座・ワークショップの実施の充実 

対象 市民 

取組 

⚫ ライフステージごとのニーズ・課題に応じた学習や趣味・教養を深めるた

めの学習、時代の変化に対応した学習等、多様な学習機会の提供を図

る。 

⚫ 地域づくり・人づくりの拠点となる公民館の活動を支援する。 

⚫ 高校生や大学生などの若者と連携したボランティア活動の機会の創出

に努める。 

⚫ 市民が趣味、教養を深めるため自ら学び直すリカレント教育を推進す

る。 

評価指標 

指標名 R4 R5 R6 R7 R8 R9 

生涯学習課、市民会館、文化協

会、公民館、生命の海科学館が

主催する講座・ワークショップの

実施回数 

目標値 805 825 850 875 900 900 

実績値 502 620         

指標の説明 
生涯学習課、市民会館、文化協会、公民館、生命の海科学館が主催する講

座・ワークショップの実施回数 

達成・未達の

要因 

令和 4 年度の目標値は令和元年度の実績を基準値としており令和８年度

までに１割増と目標としているが、コロナ禍を経て参加数が予想より伸び

なかったため。令和 3年度は３２７回であり回復傾向ではあった。 

令和５年度 

の成果 

⚫ 科学館ワークショップや公民館講座、蒲郡市文化・スポーツリーダー（GCSL）が企画し行

う GCSＬ企画講座、市民パソコン講座などのほか、市民会館や文化協会など関連する団

体により特色を生かした講座を開催した。 

⚫ 生涯学習成果発表会の開催をきっかけに、新たな講座の提供を申し出る方が少しずつで

はあるが増えてきている。 
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施策の課題 

⚫ 新たに蒲郡市文化・スポーツリーダー（GCSL）に登録する方がみえるものの、登録者数の

減少で講座を企画・開催する人が限られてきている。 

⚫ 市民パソコン講座については、ニーズはあるものの、日程や内容と受講者ニーズがマッチ

しないことがあり催行に苦慮することが多い。 

⚫ 新たな人材の開発のため、蒲郡市文化・スポーツリーダー（GCSL）の周知宣伝が必要で

ある。 

施策 

の総合評価 
評点 B 総合評価 

概ね目標を達成し、一定の成果はあったが、

充実や改善を要する 

今後の方向性 

⚫ 引き続き、市民の学習機会の充実、生涯学習への参加が促進されるよう、学校、地元企

業、団体と連携し多種多様な学習機会を提供していく。 

⚫ 蒲郡市・文化スポーツリーダー（GCSL）の横のつながりを促進し、モチベーションの維持

のための活動を支援し、活躍の場を創出する。 

⚫ 講座・イベントの開催周知、開催状況の宣伝に努める。 

委員からの 

意見・提言 

➢ 市民の学習要求を発掘したり、ニーズにうまく対応したりすることは難しい。引き続き

要請されているものを探索し、新しい地域活動の創造方法を模索してほしい。 

➢ ライフステージごとのニーズを把握した上で、蒲郡市文化・スポーツリーダー（GCSL)

に不足している領域について募集をかけるなど、ポイントを絞った情報提供・協力者探

索をすることも検討してほしい。 

➢ 講座やワークショップの実施回数を増やす努力とともに、質的な変化を伴う仕掛けも検

討するとよい。 

➢ 学ぶ機会を多様に創出するために、社会教育施設と地域学校協働活動の連携を検討し

てほしい。 
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重点評価項目Ⅶ         

「まなび」のあり方

（教育目標） 

４ 生涯にわたって学ぶ楽しさ

と、健やかな体・心を育むことが

できる 

「まなび」

の柱 
（１９）社会教育の推進 

施策の方針 ⑤読書に親しむ環境、図書館機能の充実 所管課 教育政策課 

施策の内容 

目標 市民１人あたりの年間貸出図書点数の増加を図る。 

対象 市民 

取組 

⚫学びの幅が広がるよう蔵書数の拡充と適切な蔵書を充実させるととも

に、学校の授業などで読み聞かせ活動を取り入れるなど、学校図書の充

実や学校図書館司書の資質向上を図る。 

⚫市立図書館と学校図書館の連携を促進するとともに、生涯学習やキャリ

ア教育の拠点となるような取組や図書の電子化を進めるなど、魅力ある

図書館づくりを推進する。 

⚫調べ学習が簡単に行えるよう、市立図書館のレファレンス機能の充実に努

める。 

⚫図書館DXの促進を目的として電子図書館の充実に努める。 

⚫各種イベントを開催し、読書に親しんでもらえるように取り組む。 

評価指標 

指標名 R4 R5 R6 R7 R8 R9 

市民１人あたりの年間貸出図書

点数 

目標値 6.6 6.9 7.2 7.5 7.8 8.1 

実績値 6.1 6.2         

指標の説明 貸出点数（電子書籍含む）／人口 

達成・未達の

要因 

令和３年度にとりまとめた社会教育４施設のあり方において、本市の蔵書

数規模としては約 366 千冊（人口規模の近い他市図書館との比較、現在

は約 284 千冊）が適当としており、蔵書数不足も貸し出し点数が伸び悩む

要因となっている。 

また、来館者数や貸出者数が、コロナ以前の実績値にはほど遠く、その点の

影響もあると思われる。（来館者 R1：302 千人、R５：227 千人 貸出者

数 R1：128千人、R5：119千人） 

令和５年度 

の成果 

⚫ レファレンス協同データベース事業より１2年連続礼状授与。 

⚫ ＮＨＫ総合「図書館名探偵の事件簿」（R5.10.28）に蒲郡市立図書館司書出演 

⚫ 講座、教室、行事等 30 回開催（読書感想文教室、図書館文学講座、「あいち県民の日」イ

ベント 等） 

⚫ 展示会 ２１展示、延べ３０８日間開催（千賀滉大選手への応援メッセージ展示、海のコト、

何でも学べる！三谷水産高校展 等） 
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施策の課題 ⚫ 図書購入平均価格も上昇傾向にあり、図書購入に関する予算確保が必要である。 

施策 

の総合評価 
評点 B 総合評価 

概ね目標を達成し、一定の成果はあったが、

充実や改善を要する 

今後の方向性 

⚫ レファレンスサービス力の充実度を生かした応対を通じて、市民の知識・教養を高めてい

く。 

⚫ 電子書籍含め蔵書数の充実を図るとともに、図書館の機能移転や複合化の検討を進め

る。 

委員からの 

意見・提言 

➢ 図書館として豊かな活動を創出している。 

➢ 児童生徒や教職員、市民、教育委員会が積極的に関われる要素を増やしていく必要があ

る。学校や他の生涯学習施設の事業と連動することで相互の活動は活性化するし、レフ

ァレンスサービス力をさらに生かすことができる。 

➢ HP や SNS を活用しているので、新たなニーズを発掘するためにも、電子書籍の活用

機会を促すなど、今までとは異なるアプローチを検討してほしい。 
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重点評価項目Ⅷ         

「まなび」のあり方

（教育目標） 

４ 生涯にわたって学ぶ楽しさ

と、健やかな体・心を育むことが

できる 

「まなび」

の柱 
（２１）学校体育・生涯スポーツの充実 

施策の方針 ②地域におけるスポーツ機会の充実 所管課 スポーツ推進課 

施策の内容 

目標 スポーツでみんなが笑顔に 蒲郡を元気に 

対象 市民 

取組 

⚫体力や障がいの有無に関わらず、市民がスポーツに親しむ社会とするた

め、多世代が楽しめるニュースポーツの普及に努めるとともに、総合型地

域スポーツクラブの創立を官民共同で目指す。 

⚫誰でも気軽にスポーツに取り組めるよう、スポーツ教室や大会等の情報を

積極的に発信する。 

⚫スポーツ少年団活動をはじめとした子どもを取り巻くスポーツ環境の充

実を図り、子どもたちの体力づくりや仲間づくりに効果が期待できる競技

スポーツへの参画を促進する。 

⚫スポーツ関係団体の自主的な活動を支援し、相互協力を図りながらスポ

ーツの普及を促進する。 

⚫子どもたちに専門的なスポーツの機会を提供するため、休日部活動の地

域移行を目指す。 

評価指標 

指標名 R4 R5 R6 R7 R8 R9 

週１日以上スポーツをする１８歳

以上の割合 

目標値 25% 30% 35% 40% 45% 50% 

実績値 -  21.2%         

スポーツ施設利用者数 

目標値 
470,000 

人  

480,000 

人  

490,000 

人  

500,000 

人  

510,000 

人  

520,000 

人  

実績値 
353,398 

人  

408,522 

人 

        

指標の説明 

市民意識調査アンケート（またはスポーツ推進計画市民アンケート調査）に

おける週１日以上スポーツをする 18歳以上の割合。 

スポーツを実施するための施設の利用者。 

達成・未達の

要因 

新型コロナウィルス感染症による運動離れが最大の要因である。（R３スポ

ーツ施設利用者数：291，713人） 
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令和５年度 

の成果 

⚫ 各種大会・教室の開催やスポーツ関連団体への支援を通じ、市民のスポーツ推進を図っ

た。 

⚫ スポーツ施設の計画的な整備（文化広場大規模改造工事実施設計業務委託、中央小学校

ナイター照明 LED化工事）を進め、スポーツ環境の向上を図った。 

⚫ 市民プールの再整備について検討し、新たな市民プール（屋内温水プール）を整備する方

針を固めた。 

施策の課題 

⚫ スポーツ実施率の向上は単一の施策により上昇するものではなく、スポーツ推進に係る

施策に総合的に取り組んでいくことで上昇することが期待されるものであり、一朝一夕に

成果を出すことが困難である。 

⚫ アフターコロナにおいては、スポーツから離れてしまった方々の復帰を促すことが重要だ

と考える。 

⚫ 安全で快適なスポーツ環境を提供するため、老朽化が進むスポーツ施設の計画的な改修

を進め、適切に維持管理していく必要がある。 

施策 

の総合評価 
評点 B 総合評価 

概ね目標を達成し、一定の成果はあったが、

充実や改善を要する 

今後の方向性 

⚫ スポーツ推進計画に掲げた各種施策を効果的に推進するとともに、市民や市内外の様々

なスポーツ団体や地域団体、民間事業者、教育機関などが互いに連携を図り、それぞれの

強みを生かして主体的にスポーツ推進の担い手として取り組んでいく。 

委員からの 

意見・提言 

➢ コロナ禍による運動離れから、利用者も戻ってきている。 

➢ 休日部活動の地域移行は、学校の役割改善だけでなく、大人たちの地域スポーツ実践

の充実にもつながり、日常的にスポーツの機会をもつ市民の育成としても意義がある。 

➢ 体力低下による影響や弊害についての情報発信等、スポーツ文化をさらに豊かにする

ために、SNSなどを活用して市民にアプローチすることも検討してほしい。 
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重点評価項目Ⅸ          

「まなび」のあり方

（教育目標） 

４ 生涯にわたって学ぶ楽しさ

と、健やかな体・心を育むことが

できる 

「まなび」

の柱 
（２２）健康教育・食育の推進 

施策の方針 ②学校等における食育の充実 所管課 学校給食課 

施策の内容 

目標 
児童・生徒が食に関心を持ち、成長に必要な健康で丈夫な体づくりや食に

関する知識の習得を目指す。 

対象 小学生及び中学生 

取組 

⚫食に関する指導の充実を図るため、給食年間計画を策定するとともに、食

育啓発のおたより（わくわく給食、食育だより「たべタイ夢」等）を学校へ配

布するほか、献立表に分かりやすいマークを付けて、よく嚙んで食べるよ

う促すことを実施する。 

⚫「愛知を食べる学校給食の日」を設け、学校給食に地域や県内の食材を多

く使用し、地場産物や郷土料理等について家庭への啓発に取り組む。ま

た、「蒲郡の日給食」を毎月実施し、献立表にも表示して地元の食材にふれ

あえる機会を設ける。 

⚫食育に対する関心を高めるため、夏休みを利用して小学校５・６年生と中

学生を対象とした給食献立の募集、地域の食文化にふれ、食文化を継承

する機会としての行事食の実施等、多様な食文化・習慣への理解の促進に

取り組む。 

⚫学校における食物アレルギー事故防止の徹底を図るため、アレルギー情

報を記した詳細な献立表を作成し、学校や保護者に対し献立に関するアレ

ルギー情報を提供します。また、卵や乳などのアレルギーを持つ児童生徒

に対して、食物アレルギーに配慮した給食を実施する。 

評価指標 

指標名 R4 R5 R6 R7 R8 R9 

食育の推進による学校給食にお

ける残食率の減少 

目標値 8.0% 8.0% 8.0% 8.0% 8.0% 8.0% 

実績値 8.6% 7.8%         

朝食を毎日食べる児童・生徒の

割合（上段：小学生 下段：中学

生） 

目標値 

小学生 

90% 

小学生 

90% 

小学生 

90% 

小学生 

90% 

小学生 

90% 

小学生 

90% 

中学生 

80% 

中学生 

80% 

中学生 

80% 

中学生 

80% 

中学生 

80% 

中学生 

80% 

実績値 

小学生 

87.7% 

小学生 

84.9% 
        

中学生 

73.9% 

中学生 

71.3% 
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指標の説明 

学校給食の残食量に関する調査及び食生活アンケートから、子どもたちが

食事への関心を示すものとして、食事の摂取状況、食生活習慣の浸透度と

して朝食の摂取状況を観察し、食育の効果を測定する。 

達成・未達の

要因 

残食率は、コロナ禍以前の給食スタイルに戻ったことで減少したものと考え

られる。また、朝食の摂取に関しては、起床時間が遅くなっている傾向から

朝食の時間がなく、摂取率が下がったと考えられる。 

令和５年度 

の成果 

⚫ 給食への興味を高めることを目的として、放送原稿を作成し、給食時間にその日の献立に

ちなんだ話をする取り組みをした。 

⚫ 給食献立の募集を行い、応募総数が 320点あり、令和 4年の 269点と比べ増加した。

このうち入選作 3点は実際に給食献立として調理し、提供した。 

⚫ 郷土料理や行事食の給食は予定どおりに実施できた。 

施策の課題 

⚫ 栄養教諭の人数が２人体制であることから、現状のままでは栄養教諭配置校以外の学校

への給食訪問指導が思うようにできない。実施方法を検討するなど、給食指導の効果を

高める方策が課題となっている。 

施策 

の総合評価 
評点 A 総合評価 目標を達成し、成果があった 

今後の方向性 

⚫ 給食訪問指導についてオンラインや動画で実施するなど、ＩＣＴを活用して給食指導の効

率化を図る。 

⚫ 給食の試食の機会を増やすなどにより、学校と家庭との連携による食育推進を進める。 

⚫ 年間食育推進計画を基に、学校と連携しながら食育の推進に取り組む。 

委員からの 

意見・提言 

➢ 給食に関する多様な取り組みが進められている。 

➢ 原材料費が高騰する中、食育はさらに重要な生きるための学びの場となる。ICT 活用

について拡充し、担当者の負担を軽減しながら、学習機会を豊かにしてほしい。 
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重点評価項目Ⅹ          

「まなび」のあり方

（教育目標） 

６ 教員の働きがいがあり、快適

に学ぶことができる 

「まなび」

の柱 
(25)教員の資質向上 

施策の方針 ①教員の資質・能力の向上を支援する組織体制の強化 所管課 学校教育課 

施策の内容 

目標 教員研修の精選と計画的な実施により、教員の資質向上を目指す。 

対象 教員 

取組 

⚫現職教員の資質・能力を不断に向上させていくため、教職経験に応じた研

修を長期休業中に実施するとともに、校内OJTの充実に努める。 

⚫教員研修履歴システムを導入して、教員個々の資質・能力の向上のための研

修に生かす。 

評価指標 

指標名 R4 R5 R6 R7 R8 R9 

夏期研修を通じて効果が高いと

感じた教員の割合 

目標値 ー ー 75% 80% 85% 90% 

実績値 未実施 未実施         

校内 OJT を通じて効果が高い

と感じた教員の割合 

目標値 65% 70% 75% 80% 85% 90% 

実績値 ４１.8% 未実施         

指標の説明 
夏期研修の満足度を測る教員アンケートの実施 

OJTの満足度を測る教員アンケートの実施 

達成・未達の

要因 

令和 5 年度は、OJＴの計画の見直しに伴いアンケート方法の再検討を行っ

た。 

令和５年度 

の成果 

⚫ 蒲郡市教員研修計画を作成し、「自ら学ぶ」自己研鑽として、長期休業中の研修の機会を設

定したり、各学校で校内現職研修・ＯＪＴの支援の充実を図ったり、校外・地域で学ぶ研修へ

の参加を指定したりした。 

⚫ 学校経営案に、OJTの計画案を明記した。 

⚫ より効果の高いＯＪＴを目指し、学校間で内容の情報共有を行った。それを参考に、各校の

実情に合わせた内容を再検討した。 

施策の課題 

⚫ 教員研修履歴を踏まえた研修参加の周知。 

⚫ 校内ＯＪＴは、各校でまだ始めたばかりなので、内容の充実と計画性をもったものにしてい

く必要がある。 

⚫ ＯＪＴ研修の時間の確保が課題。 

施策 

の総合評価 
評点 Ｂ 総合評価 

概ね目標を達成し、一定の成果はあったが、 

充実や改善を要する 
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今後の方向性 

⚫ アンケート結果を踏まえ、夏期研修の内容検討と計画的な実施を教科領域部会に依頼す

る。 

⚫ OJT 研修の時間確保がうまくできている学校の取り組みを共有し、各校に取り入れてい

く。 

⚫ OJT研修の年間の計画を立て、内容の充実を図る。 

⚫ 満足度を確認できるように、アンケート項目を再考する。 

委員からの 

意見・提言 

➢ OJT 研修は、一方的な知識教授ではなく、対話的に学び、経験を知見に昇華させる重要

な機会である。良い事例の共有を推進してほしい。 

➢ アンケートや評価の作業をなるべく軽減して、個々の教員が次の取り組みを考えることに

重点を置くことで、実質的な変化が生まれることを期待する。 
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第３部 指標の進捗状況について 

「蒲郡市教育振興基本計画」では、「まなび」のあり方ごとに評価指標を設定し、計画期間の最

終年度である令和９年度における目標値を設定しています。 

 

こども等の意見の反映について 

令和５年４月に施行されたこども基本法第１１条に「国及び地方公共団体は、こども施策を策定

し、実施し、及び評価するにあたっては、こども又はこどもを養育する者その他の関係者の意見

を反映させるために必要な措置を講ずるものとする」と明記されています。蒲郡市では、こども

等の意見を点検評価に反映するために、市内公立小中学校の小学５年生と中学２年生及びその

保護者を対象にアンケート調査を実施し、教育に関する事務の点検評価に意見を反映しました。 

 

１ 地域を愛し、地域の魅力を伝え貢献することができる 

評価指標 
実績値 目標値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和９年度 

地域学校協働活動推進員

の設置人数（任用実績） 
4人 13人 25人 

    
33名 

地域学校協働活動ボラン

ティア延参加者数(実績

報告) 

968人 3,019人 

 

5,533人 

 

    

5,600人 

蒲郡の歴史や文化財を次

世代に伝えることの必要

性について次世代に伝え

るべきだと思う、どちら

かといえば、次世代に伝

えるべきだと思う割合

（教育振興基本計画アン

ケート 一般） 

85% ― ―  ―  ― 90% 

蒲郡市やご自分のお住ま

いの地域に親しみや愛着

をとても感じている、ど

ちらかといえば感じてい

ると答えた割合。（教育振

興基本計画アンケート 

一般） 

83.4% ― ―  ―  ― 90% 
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評価指標 
実績値 目標値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和９年度 

日ごろ、地域活動によく

参加している、都合が合

えば参加している、時々

参加していると回答した

割合（教育振興基本計画

アンケート 一般） 

32.2% ― ―  ―  ― 65% 

 

２ 子どもの夢や理想を育み、個々の能力を最大限に伸ばすことができる 

評価指標 
実績値 目標値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和９年度 

学校の授業が好きと答え

た児童生徒の割合（教育

振興基本計画アンケート 

小中学生） 

小学校５年生 

30.0% 

小学校５年生 

36.3% 

小学校５年生 

29.2% 

    小学校５年生 

40% 

中学校２年生 

18.6% 

中学校２年生 

17.5% 

中学校２年生 

17.5% 

    中学校２年生 

35% 

学校が好きと答えた児童

生徒の割合（教育振興基

本計画アンケート  小中

学生） 

小学校５年生 

46.9% 

小学校５年生 

56.7% 

小学校５年生 

48.6% 

    小学校５年生 

55% 

中学校２年生 

32.6% 

中学校２年生 

35.8% 

中学校２年生 

36.5% 

    中学校２年生 

40% 

学校の先生について、授

業をわかりやすく教えて

くれると思うかどうかに

ついてそう思う、どちら

かといえばそう思うと答

えた児童生徒の割合（教

育振興基本計画アンケー

ト 小中学生） 

小学校５年生 

87.7% 

小学校５年生 

94.2% 

小学校５年生 

94.0% 

    
小学校５年生 

95% 

中学校２年生 

90.2% 

中学校２年生 

90.1% 

中学校２年生 

91.0% 

    

中学校２年生 

95% 

学校の先生について、自

分のことを理解してくれ

ると思うかどうかについ

てそう思う、どちらかと

いえばそう思うと答えた

児童生徒の割合（教育振

興基本計画アンケート 

小中学生） 

小学校５年生 

78.6% 

小学校５年生 

89.1% 

小学校５年生 

87.1% 

    
小学校５年生 

90% 

中学校２年生 

73.8% 

中学校２年生

75.2% 

中学校２年生

73.2% 

    

中学校２年生 

80% 
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評価指標 
実績値 目標値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和９年度 

SDGs について理解して

いる、どちらかといえば

理解していると回答した

割合（教育振興基本計画

アンケート 一般） 

46.1% ― ―  ―  ― 75% 

子どもが、家で、スマート

フォンやパソコンなどの

ICT 機器を、勉強のため

に使っている、どちらか

といえば使っていると答

えた保護者の割合（教育

振興基本計画アンケート 

保護者） 

38.2% 37.2% 41.1% 

    

65% 

将来、外国で学んでみた

いと思いますかという質

問に対して学んでみた

い、できれば学んでみた

いと回答した児童生徒の

割合（教育振興基本計画

アンケート 小中学生） 

小学校５年生 

41.2% 

小学校５年生 

42.1% 

小学校５年生 

50.9% 

    

小学校５年生 

55% 

中学校２年生 

38.7% 

中学校２年生 

33.3% 

中学校２年生 

44.9% 

    

中学校２年生 

50% 

スクールソーシャルワー

カーの活用により、他支

援機関等に連携した事案

の割合（実績値） 

令和５年度

から実施す

る施策 

令和５年度

から実施す

る施策  

100% 

    

100％ 

 

３ 健全で思いやりのある心を育むことができる 

評価指標 
実績値 目標値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和９年度 

多文化共生という言葉を

聞いたことがあり、意味

も理解していると回答し

た割合（市民意識調査ア

ンケート） 

21.7% ― 32.6％ ―  ― 

 

70% 

国際化、外国人との交

流・共生の満足度調査に

ついて、満足、やや満足と

回答した割合（市民意識

調査アンケート） 

4.6% ― 7.7％ ―  ― 

 

20% 
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評価指標 
実績値 目標値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和９年度 

いじめを解決するために

学校にいじめを許さない

雰囲気をつくることにつ

いて、そう思う又はどち

らかといえばそう思うと

答えた児童生徒の割合

（教育振興基本計画アン

ケート 小中学生） 

小学校５年生 

72.4% 

小学校５年生 

87.4% 

小学校５年生 

85.2% 

    

小学校５年生 

80% 

中学校２年生 

80.7% 

中学校２年生 

82.3% 

中学校２年生 

78.9% 

    

中学校２年生 

85% 

いじめを解決するために

授業でいじめについて話

し合うことについて、そう

思う又はどちらかといえ

ばそう思うと答えた児童

生徒の割合（教育振興基

本計画アンケート  小中

学生） 

小学校５年生 

76.9% 

小学校５年生

82.9% 

小学校５年生

81.0% 

    

小学校５年生 

85% 

中学校２年生 

67.5% 

中学校２年生 

63.7% 

中学校２年生 

63.8% 

    

中学校２年生 

75% 

いじめを解決するために

いじめに気がついたら、

すぐに先生や友だち、親

に知らせることについ

て、そう思う又はどちら

かといえばそう思うと答

えた児童生徒の割合（教

育振興基本計画アンケー

ト 小中学生） 

小学校５年生 

83.8% 

小学校５年生

93.6% 

小学校５年生

93.4% 

    
小学校５年生 

90% 

中学校２年生 

82.6% 

中学校２年生

89.2% 

中学校２年生

85.7% 

    

中学校２年生 

85% 

毎日学校に行くことが楽

しい、どちらかといえば

楽しいと答えた児童生徒

の割合（教育振興基本計

画アンケート 小中学生） 

小学校５年生 

83.3% 

小学校５年生

84.3% 

小学校５年生

81.8% 

    
小学校５年生 

90% 

中学校２年生 

74.5% 

中学校２年生

79.5% 

中学校２年生

75.5% 

    
中学校２年生 

85% 
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４ 生涯にわたって学ぶ楽しさと、健やかな体・心を育むことができる 

評価指標 
実績値 目標値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和９年度 

生涯学習活動や文化活動

に積極的に取り組んでい

る、取り組んでいると答

えた割合（市民意識調査

アンケート） 

15% ― 16.5％ ―  ― 

 

30% 

ボランティア育成や市民

活動支援の満足度につい

て、満足、やや満足と答え

た割合（市民意識調査ア

ンケート） 

11% ― 12.7％ ―  ― 

 

20% 

図書館、ホールなどの施

設の整備の満足度につい

て満足、やや満足と答え

た割合（市民意識調査ア

ンケート） 

14.8% ― 15.0％ ―  ― 

 

30% 

子どもが、家で、読書をし

ている、どちらかといえ

ばしていると答えた保護

者の割合（教育振興基本

計画アンケート 保護者） 

32.1% 29.3% 

 

 

31.9% 

    

50% 

週１日以上スポーツをす

る 18歳以上の割合 

（市民意識調査アンケー

ト） 

22.8% ― 21.2％ ―  ― 

 

50% 

子どもが毎日朝食を食べ

ていると答えた保護者の

割合（教育振興基本計画

アンケート 保護者） 

90.0% 93.6% 91.1% ―  ― 

 

95% 

食育の推進による学校給

食における残食率の減少

（県への実績報告値） 

9.8% 8.6% 7.8% 

    

8% 
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５ 感性を磨き、ゆとりと潤いのある心豊かな生活を実現できる 

評価指標 
実績値 目標値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和９年度 

文化活動や文化の継承の

満足度について、満足、や

や満足と答えた割合（市

民意識調査アンケート） 

11.6% ― 14.2％ ―  ― 

 

30% 

 

６ 教員の働きがいがあり、快適に学ぶことができる 

評価指標 
実績値 目標値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和９年度 

小中学校の教育内容や環

境の満足度について満足、

やや満足と答えた割合（市

民意識調査アンケート） 

18.2% ― 23.2％ ―  ― 

 

35% 

ストレスチェックの結果に

より、高ストレスを感じて

いる職員の割合（ストレス

チェックの結果より） 

― 10.6% 12.0% 

    

5% 

校内 OJT を通じて効果

が高いと感じた教員の割

合（教員アンケート） 

― 41.8% 
未実施 

※１ 

    

90% 

ICT を活用して学習を進

める授業の割合（教員ア

ンケート） 

25% 25.6% 24.2% 

    

50% 

※１ 令和 5年度は、各校で校内 OJTの内容を充実させるため、研修の計画や効果を測る方法を見直した 
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７ 大規模災害や感染症拡大等の緊急時においても、安心・安全に学ぶことができる 

評価指標 
実績値 目標値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和９年度 

地域の防災・防犯活動に

積極的に取り組んでい

る、取り組んでいると回

答した割合（市民意識調

査アンケート） 

16.3% ― 15.3% ―  ― 

 

30% 

蒲郡市が現在行っている

学校教育施策について、

重要だと思うことについ

て学校、家庭、地域等の

連携による安全教育・防

災教育の推進と答えた割

合（教育振興基本計画ア

ンケート 保護者） 

11.6% 9.3% 11.3% 

    

20% 
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